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小 島 清

"いま世界が直面している難問を解決するには,地球規模の新しい協力体制を

作る必要がある｡"

レスター･サロー著 土屋尚彦訳 『大接戦一日米欧どこが勝つか-』講談社,

1992,p.301.

Ⅰ 開 題

グローバル化 (globalization,世界化とも訳す)は1990年代の流行語であっ

たし,21世紀にかけて当分もてはやされ続けるキイワードである｡しかしその

意味,概念は多様,多義であり,暖味である｡グローバル化の最も普通の意味

は,貿易や資本移動が自由化され,企業の活動が,したがってまた国民経済の

取引が,国境を越えて,世界大の市場をめあてに,拡延されるようになったこ

とを指す｡企業活動のボーダーレス (borderless)化と同義である｡国民経済

の視点から見れば,封鎖経済(closedeconomy)から開放経済(openeconomy)

への前進であり,国民経済活動の国際化 (internationalization)に他ならない｡

この開放経済化ないし国際経済化には,その深度と地域的拡大についていわば

段階的発展があった｡それ故,国際経済化の深化と拡大に対応してグローバル

化が分類され定義される必要がある｡

グローバル化は,アメリカのリーダーシップの下に戦後一貫して推進されて

きた世界的潮流であるが,1990年代に ｢グローバル化｣なるキャッチ ･フレー

ズが特別にもてはやされるようになったについてはいくつかの理由がある｡第

1に,1989年11月のベルリンの壁撤去は,世界政治経済秩序の一大転換期をな

した｡ソ連圏の解体をはじめ幾多の大変革が相次いだ｡アメリカはポス ト冷戦

下の新世界経済秩序たるPaxAmericana(米国主導の世界平和)を確立する

絶好のチャンスにあった｡しかしその大構想を打出しかねている｡そして,汰
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に述べる企業活動のグローバル化というコンセプト (概念)と結びつけて ｢21

世紀世界経済秩序｣を構築しようとしているように見受けられる｡

第2に,企業活動のグローバル化が,1990年代に,急速に高度に深化し,か

つ文字通りグローバルに拡延した｡航空の技術進歩とIT (情報技術)革命が

それを加速した｡就中,金融取引は全世界にわたり瞬時にして行いうるように

なった｡巨額の短期資金の国際的移動が盛行し,国際通貨制度と各国為替レー

トの重大な撹乱要因となった｡いくたの通貨 ･金融危機をひき起した｡

ヨーロッパと日本の復興と開発途上国の台頭によって経済的覇権を後退させ

ていた米国経済が,1990年代に入ってIT革命を軸に捲き返えし,American

standardの開放自由競争市場をグローバルに普及させようと企図している｡ア

メリカの経済覇権の再建であり,世界経済新秩序はglobalizationイクオール

Americanizationによって構築されるとする｡これがASecondFaxAmeri-

canaの目ざすものであるかもしれない｡

だがこのPaxAmericanaⅡは実現可能なのか,また望ましいものなのか｡

本稿の関心も,21世紀世界経済秩序がいかなるものであるべきかという問題に

向けられているのである｡本稿の第Ⅱ節はポスト冷戦の世界政治経済上の大変

革について,概観を試み,新世界経済秩序構築の必要を訴える｡就中,国際通

貨 ･為替レート･システムの再建は急務であることを指摘する (なおグローバ

ル化のもう一つの局面である労働力の国際移動 ･移民の問題については,それ

はまだ大規模に達していないと見て,本稿では考察から省いた)0

第Ⅲ節では,企業活動が先ず貿易だけの自由化から始まり,生産要素とくに

資本の国際移動へと段階的により深化したことが跡づけられる｡戦後世界諸国

の経済発展と貿易拡大は多国籍企業の海外直接投資の貢献に負うところが多い｡

この海外直接投資が先ず輸出市場拡張目的のために推進され (グローバル化の

第2段階),次いでホスト国の経済発展支援を目的とするもの (グローバル化

の第3段階)に転換していったことが検討される｡多国籍企業は世界の最適立

地に生産 ･販売の拠点を進出させ,それら活動を一企業内に内部化させ,取引

コストの節約などの収益極大化をはかる｡同時に内部化できない活動について

ち,他企業と各種の提携関係を結ぶようになった｡企業活動は今や協調 (alli-

ance)体制に立ってグローバル化してきた｡

第Ⅳ節に進む｡企業の協調体制は,1990年代に入ってからのIT革命の急進
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展に援けられて,｢超グローバル化｣なるコンセプトを生成させつつある｡す

なわち,とくに金融や流通の電子商取引に見られるように,企業(および家計)

という個別的経済主体がグローバル市場を形成し,自由競争と協調のルールが

建てられ,国民国家の枠を超えて,ボーダーレス (無国境)な無国籍の経済取

引が繁栄するとの,超グローバル化論が唱導されるようになった｡国際間 (in-

ternadonal)取引とは質的に異なる,独自のglobalizedworldmarketが成立

すると見るところに特色がある｡そこでは最も進んだ国,つまりアメリカの,

市場競争方式がstandard(標準)として支配的になるから,超グローバル化は

即ちAmericanizationということになる｡

この超グローバル化の哲学を用いて,アメリカ流の自由競争市場を世界全体

に成立させようという,アメリカの新世界経済秩序構想-Pa又AmericanaⅡ

-が生み出されつつあるのである｡

かかるアメリカの覇権主義は,多数の批判が出されているように,受けいれ

難い｡むしろ,安全保障問題なら国連で,国際通貨 ･為替レート･システムな

らIMFで,国際通商問題ならWTOでというように,いくつかの国際機構を通

じて,国際協調のregime(秩序)を構築することが望ましい｡WTOとならん

でいくつかの地域統合が併存するというようにsupra-nationalregimeが二階

層構造になることもありうる｡これが本稿で到達した21世紀に向けての新世界

経済秩序の構想である (第Ⅴ節)0

Ⅰ 大 変 革

1989年11月のベルリンの壁撤去は世界政治経済秩序の一大変革をひき起すこ

とになった｡アメリカは新PaxAmericana構想を打出すべきであった｡だが

未だ途惑っている｡それこそわれわれが究明しなければならない課題である｡

く安全保障レジーム〉

ここに冷戦 (coldwar)は終った｡敵対的仮想国は一応なくなった｡しか

しアメリカは軍事力覇権のみでは世界の平和 ･安全を保障できない｡人類と地

球を破壊しうる原子核の脅威があるからである｡したがって,原子核を絶対に

使用しないという国際協定を待ってのみ現代の安全保障は成立する｡核使用の

放棄(その前の核実験の禁止も含め)という各国主権の制限を必要とする(Hirst

andThompson,1999,p.264参照｡)｡そういう国際協調 (consortium)の上
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にはじめて今日のグローバル安全保障は確保される｡アメリカ軍事力の覇権的

優位だけでは成 り立たないのである｡Pa又Consortis体制と名づけておこう｡

この国際協調は,国連の安全保障理事会,国際原子力機関とか核保有国の二

国間交渉などを話し合いの場として,進められる｡とにかくアメリカが強要す

る覇権 (hegemony)体制ではありえないのである｡原子核問題はわかり易い

重要な一例であるが,その他の集団的安全保障なども ｢国際協調｣が不可欠な

ことは明白である｡

くワシントン･コンセンサス)

冷戦の終幕はアメリカ的資本主義自由市場システムの勝利だと言われるOソ

連圏は解体され,ロシアをはじめ社会主義諸国が市場経済に移行することに

なった｡大国中国はすでに1979年から開放市場経済に転換している｡自由競争

化が良いとするアメリカ型市場経済を,イギリスのサッチャー政権(1980年代)

とニュージーランドのネオリベラル政権 (1984成立)が,実験してみせた｡或

るところまで成果 (経済成長率)が高まったが,数カ年で限界にぶつかり,き

んきん規制への再転換を余儀なくされている｡

アメリカ式自由市場主義を世界中で一律に実施させるというアメリカの野望

が広がった｡これが極端な (extreme)超グロバリズムである｡例えばJohn

Grayはこう定義する｡

｢ワシントン･コンセンサス (世界の政治的首都であるワシントンで形成され

るアメリカ主導の合意)によれば,｢民主的資本主義｣はすぐに全世界に受け入

れられるであろう｡グローバル自由市場が現実になるだろう｡世界がつねに内

包してきた多岐にわたる経済文化やシステムは時代遅れとなるだろう｡それら

は単一の,全世界に行き渡る自由市場に併合されるだろう｡

｢この哲学に動かされている多国間機関 (WTO,IMF,OECDなど)は,世

界中の経済生活に自由市場を押しつけようとしてきた｡これらの機関は,世界

の多様な経済を最終的に単一のグローバル自由市場に続-することを目指す政

策を実施してきた｡｣(ジョン･グレイ邦訳,1999,p.4.)

かかる超グローバライゼーション (-Americanization)に対しグレイは批

判的である｡上につづき ｢これは決して実現することのできないユートピアで

ある｡それを追い求めることは,すでに大規模な社会的混乱と経済的,政治的

不安定を生じさせている｡｣(ジョン･グレイ邦訳,1999,p.4.)と非難する｡
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それはアメリカにおいてさえ,貧富の格差を拡大し,失業率を高め,経済成長

率を低めた｡国際間では,益々富裕化する先進国といっそう窮乏化する開発途

上国との所得格差を広める｡画一的なアメリカン･スタンダー ドは受容できな

い｡各国の異なる文化,価値観を包容するルールでなければならないとグレイ

は批判するのである｡

ワシントン･コンセンサスは,アメリカ標準の自由競争市場を世界中に画一

的に実施させるという- それをglobalizationと言う- 新国際経済秩序の樹

立を企図するものである.したがってglobalizationとは即ちAmericanizationで

ある｡その是非は厳しく吟味されねばならない｡だがアメリカが覇権者 (he-

gemon)として新秩序を世界各国に強要することは不可能である｡安全保障

体制におけると同様に,諸国民国家の国際協調に基づいてのみはじめて,新国

際経済秩序ANew WorldEconomicOrderが形成されるのである｡

このようにする必要は,第 1に,アメリカの世界における経済覇権が,欧 ･

日の復興,いくつかの開発途上国の台頭によって,大きく後退してきたからで

ある (例えば,世界輸出に占めるアメリカのシェアは,1938年の14.1%から戦

後の47年に32.5%に高まったものが,70年に13.7%,98年に12.4%と低下 し

た｡)｡第2に,急速な技術進歩と多国籍企業活動の拡大に伴い,国際経済関係

は高度に複雑なものになってきた｡いかに優れた米国経済でもひとりではコン

トロール或いは統治 (governance)できない｡諸国の協調が不可欠になって

きた｡第3に,異なる価値体系や文化をもつ国々にアメリカン･スタンダード

を画一的にかつ性急に強制するものであってはならない｡諸国が自主的 (vol-

untarily)に協力できるglobalstandardとかruleを打立てなければならないの

である｡さらに第4に,地球環境問題のごとき,世界中すべての国の協力なく

しては改善しえない課題が発生してきたのである｡

く国際通貨 ･為替レート･レジーム)

望ましい世界経済秩序の手本としては,一つはPaxBritannica(1870-1914;

イギリス主導の平和体制),もう一つは,Pa又AmericanaI (1945-1971;ア

メリカ主導の平和体制)が挙げられるであろう｡ともに主導国 (leader)にお

ける急速な技術革新 ･工業成長とグローバルな国際通貨/為替レー ト･システ

ムとを達成した｡すなわちPaxBritannicaでは,イギリスの産業革命 (1800年

を中心に前後100年にわたる)が蒸気機関,綿工業,鉄鋼業を勃興させ,英仏
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通商条約 (コブデン･シュバリエ条約,1860年)の締結により,自由貿易隆盛

期をもたらした｡アメリカ新大陸の開拓が進んだ｡イギリスの採る金本位制

(ポンドの価値がゴールド (金)に裏づけられる通貨制度)が世界的に普及し,

為替レートが固定され安定的に保たれた｡これにより世界中に一物一価が成立

する大競争 (mega-competition)が斗わされる市場が (少くとも理論的には)

形成された｡各国の価値体系 (賃金率や物価水準)は固定為替レートを維持す

るよう自動的 (automatic)に調整されるメカニズムであった｡かかる固定為

替レートの安定した国際通貨制度が,望ましい世界経済秩序のためには不可欠

なものであるかどうかは,検討されねばならない重要命題である｡

第2次世界大戦後は,BrettonWoods協定の成立 (1944年)により,IMF(国

際通貨基金)を通じて,純金1オンス-35ドルで (政府間に限り)交換を保証

するドルを国際基軸通貨とする ｢ドル為替本位制｣が実施された｡世界諸国の

多くは,国際収支の根本的不均衡時には為替レートを調整しうるとの調整可能

な固定為替相場制 (adjustablepeg)を採った｡1971年まで安定的な国際通貨 ･

固定レー ト制が続いた (sem卜丘Ⅹedratedollarstandardとも言う)｡安全保

障についての国連安保理,ブレトンウッヅ協定によるIMFと世界銀行,国際貿

易自由化を推進するGATT (関税 ･貿易一般協定-1995年からWTO (世界貿

易模閑)に改組)などの国際機構を整え,それらをリードして,アメリカは世

界の平和と繁栄の体制を築き上げた｡Pa又AmericanaIと呼んでおこう｡

HirstandThompson(1999,p.33)が国際通貨 ･為替レート･システムに

ついて,表 1のような巧みな要約を与えている｡ ドル本位制が崩壊し変動相場

(float)に移った1973年からは,主要国間の為替レー トが不安定になり,時に

乱高下した｡G7蔵相会議のプラザ合意 (1985年)とルーブル合意 (1987年)

によって,ドルの減価と安定化が策せられ (為替市場介入を含む),ドル,マ

ルク,円の3通貨圏 (Triad)の間の ｢目標相場圏targetzones｣維持方式が

運用された｡ ドルは事実上の国際基軸通貨として優位を保ってきた｡他方EC

(欧州共同体)が ドイツマルクを軸とする通貨統合を進め,遂に1999年から共

通通貨Euroを,欧州中央銀行ECBが発行し,現在EUllカ国に流通させること

になった｡このユーロ通貨圏自体が一つの超グローバル化の実現を意味するの

であろうか,検討に値する｡

国際通貨制度の再建と為替レートの安定化が国際経済取引の繁栄のためには
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表1 国際通貨 ･為替レート･レジームの変遷

期 間

1.国際金本位制 1879-19

142.不安定な両大戦間 1918-

1939(a)変動相場 191

8-1925(ち)金本位制へ復帰 1

925-1931(C)変動相場へ復帰

1931-19393.半固定レート,ドル本位

制 1945-1971(a)通貨交換性

の確立 1945-1958(b)ブレトンウツヅ.システム

.プロパー 1958-19714.変動相場ドル本位 1971-1984

(a)合意に失敗 1971-1974

(b)変動相場-復帰 1974-19845.EMS(欧州通貨制度)と拡大ドイツマルク圏 1979-1993

6.ブラザー.ルーブル介入合意 1985-1

9937.新グローバル変動相場への流れ

1993-(a)広汎な多角的監

視 1993-1997(b) ドル.ペッグの終幕 1997-出所 :PaulHirstandGrahameThomps
on,GlobalizaEioninQnestion,2nded.,Polit

yPress,Cambridge,1999,p.33.不可欠である｡ブレトンウッヅ体制の崩壊 (1971或いは1973)から既

に30年も経過した｡新 レジームが確立されて然るべき時機に来ている｡Eu

ro通貨はUSドルと匹敵する基軸通貨となろう｡だが両通貨の関係はどうする

のか｡両通貨を超える単一世界基軸通貨(ケインズのバンコールのごとき)の

出現は当分考えられない｡とするとドルとユーロの協調体制を築 くより他に手は

あるまい｡その際アイケングリーンが,｢通貨統合をするか,完全な変動相場制にするより他に手はない｣(

アイケングリーン邦訳,1997)と主張 していることが注 目される｡かつてT

riad(三極構造)の一つとされた円の地位はどうなるのか ),'円通貨圏といった

ものが形成しうるのか,などの問題は別に吏めて追求されねばならない｡米国の巨大な

経常収支赤字 (1998年,2334億 ドル),外国資金の流入 (同年,2618億 ドル),そして累積 したネット対外債務(約1.5兆 ドル :1998年市
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を,三極の協力によっていかに是正するかも,重要な課題となる｡これは基軸

通貨としてのドルへの信頼を高め,国際通貨制度の安定をはかるのに不可欠で

ある｡

く金融市場のグローバル化)

冷戦終結後,国際金融市場は文字通 り超グローバル化された｡ロンドン,

ニューヨーク,東京をはじめ世界各地にoffshore丘nancialmarketが開設され,

為替取引を世界中で24時間継続して行いうるようになった｡IT (情報技術)

革命の急進展により (例えば石山嘉英,2000を見よ｡),電子メールやinternet

によって,大量の取引を瞬間的に行いうるようになった｡このglobalizedfi一

mancialmarketは独自の動きを為し,各国政府やIMFのごとき国際機関がいか

にそれを統治 (governance)すべきかが重大問題になってきた｡

金融市場のグローバル化は,短期資金の国際移動を急増させた｡世界の外国

為替市場の取引高は1日当たり1兆5,000億 ドルに達する｡貿易額は,全世界

で年間5.3兆 ドル (1998年)であったから,外為市場の取引高は世界貿易額の

約70倍にのぼる (加野 ･砂村 ･湯野,1999,p.18)｡為替取引の大部分は,二

国間金利差と為替レート変動との裁定取引 (arbitration)に基づく短期資金の

移動であり,しかもhedgefundその他の機関投資家による高レバレッジを刺

用した投機的な (speculation)取引も増大してきた｡

為替投機は,為替相場の変動幅を小さくし,為替需給を均衡化させ,為替相

場を安定化する方向に働らくものと期待されていた｡だがこの期待は裏ざられ

がちである｡ベアリングズ銀行の破産とかLTCM (LongTerm CapitalMan-

agement)の破綻も生じた｡

実は,ブレトンウッヅ体制の崩壊 (1971)も巨額な為替投機アタックのため

金 1オンス-35ドルの固定レートが維持不可能になったからであると言われる｡

同じ原因により,冷戦終結後,欧州 (1992),メキシコ (1994),アルゼンチン

(1995)の通貨危機が続発し,遂に1997年7月,タイの通貨 ･金融危機がお

そった｡それが韓国,フィリピン,インドネシアに波及し,東アジア通貨 ･金

融危機となった｡同様な危機はさらに,市場経済への移行過程にあるロシアを

襲い (1998),中南米のアルゼンチン,ブラジルにも伝播した (原田 ･宿輪,

1999,を見よ)0

今回の東アジアの危機は,金融機構が未整備であった開発途上諸国を,ヘツ
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ジフアンドなどの巨大な為替投機が襲った非情冷酷な通貨金融危機であった｡

東アジア経済の急速な発展方式とか実体が不健全であったわけではない｡した

がってかかる破壊的な短期資金 (ホットマネー)の流出入こそ取締まられるべ

きである｡いかなる経済取引も自由であるべきだとは言え,ギャンブルに等し

い短資操作によって,そういう私益のため,インドネシアなど大きな国民経済

が破壊されるのは,明らかに共存共栄の国際協調倫理 (モラル)に反する｡何

が投機的短資移動であるか識別できない,したがってその規制が容易でないと

いうのなら,ヘッジファンド業者などのモラルに訴え,その自粛を求めるべき

ではあるまいか (小島清,1999･2,参照)｡すべての経済取引は自由にした

方が良いとするアメリカの哲学 (ワシントン･コンセンサス)が問い直されな

ければならなくなっているのである｡

いろいろな対｢策が議論され一部実施された｡IMFの緊急融資が出された｡し

かし額が不十分,迅速を欠く,conditionalityが構造改革を重視 し,被害国の

困難をかえって大きくしたなどの批判が出ている (S.フィッシャーetal.1999;

KruegerDec.1998;FischerNov.1999:StiglitzNov.1999を見よ)｡緊急国際

流動性補給を主眼とするAMF (アジア通貨基金)設立案が日本から出された

が,米国の反対でつぶされた｡宮揮新構想 (300億 ドルの半分位を国際流動性

補給基金にあてる)が活用されつつある｡

もっと基本的な危機対策が,国際通貨 ･為替レート制の再建,IMF･世銀な

ど国際機関の改組と併せて,G7蔵相会議,サミット,IMF,ASEM (アジア

欧州会合),APEC蔵相会議など公的機構において漸く検討されるようになっ

た｡しかし対策の決定 ･実施までにはなお時間がかかりそうである｡ワシント

ンのリーダーシップに左右される点が多いのである｡

以上の如く,短期資金の国際移動が迅速かつ巨大化した今日,国際協調によ

る国際通貨制度を再建し,為替レートを安定的に保つ方策を講ずることこそ,

Pa又AmericanaⅡの構築に向けての最大の優先課題となっているのである｡

ただし新世界経済秩序におけるこの国際通貨制度の側面は,本稿ではこれ以上

深入りしないで,別の機会を待つことにしたい (次を参照｡国際マクロ経済問

題研究会報告,1999)0
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Ⅱ 企業活動のグローバル化

企業活動が国境を越えて (borderless)拡延してきた｡このことが通常の意

味でのグローバル化である｡それは国民国家 (nationstate)から見れば,封

鎖的国民経済の開放 (openeconomy化)であり,国際化 (internationalization)

である｡生産技術の大規模生産化,運輸 ･情報通信の技術革新,国境での制度

的障害の撤廃 (自由化)などの進展に基づくが,戦後の企業活動グローバル化

は次の4段階を経て急速に質的深化 (deepening)と地域的拡大 (widening)

を遂げてきたと整理することができよう｡

く貿易の自由化と拡大〉

第1段階 :貿易自由化｡ アメリカのリーダーシップの下,GATT (関税

貿易一般協定)の関税一括引下げ交渉ラウンド (1947年より)や二国間交渉を

通じて,生産された商品 (モノ)の自由化即ち国境での関税その他の貿易障害

の軽減 ･撤廃が推進された｡企業活動は先ずモノの国際的流通の活発化という

形で,グローバル化されたのである｡

GATTの第1回一般関税交渉 (1947年4-10月,ジュネーブ)は最初である

ということで多大な関税引下げ成果をあげた｡だが第2回 (1949年8-10月,

アヌシー),第3回 (1950年 1- 4月,トーキー),第4回 (1956年 1- 5月,

ジュネーブ),第5回 (1961年5月-62年7月,ジュネーブ)と回を重ねるご

とに,収穫逓減に陥った｡

第6回のケネディ･ラウンド交渉 (1964年5月-67年 6月,ジュネーブ)に

おいて関税一律引下げ (リニア ･カット)方式を導入してかなりの成果をあげ

た｡続く第7回の東京ラウンド (1973年9月-79年7月,ジュネーブ)では非

関税措置 (Non-TariffMeasures)の軽減 ･撤廃方策が議論された｡そして第

8回のウルグアイ･ラウンド (1986年9月-93年12月,ジュネーブ)では,こ

れまでの関税引下げの他に,農業,サービス,貿易関連投資措置 (TRIM),

知的所有権 (TRIP)などの新分野の自由化が検討された｡WTO (世界貿易機

関)に改組し,紛争処理プロセスが制度化された｡今日このWTOの新ラウン

ドを開始すべき時機に到達しているのであるが難航しているわけである (2000

年8月現在)｡

以上の8回に及ぶGATT･ラウンド (その他2国間交渉も加わって)により,
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たしかに諸国の貿易自由化は著しく促進され,世界貿易は世界稔生産の成長率

を上回るスピー ドで急拡大 した2) (次を参照｡HirstandThompson,p.70.).

1870年代に続く2回目の自由貿易隆昌期が招来された｡しかしながら,貿易の

拡大は,ほぼ等しい経済発展段階/所得水準にある先進国間の工業品相互間の

水平貿易が中心であった｡関税 ･非関税の貿易障害の低減はごく僅かの生産費

差でも行われる工業品水平貿易を促進したのである｡反面,工業品対一次産品

という垂直的南北貿易はそれほど伸展しなかった｡南北間の大きな所得水準格

差は,UNCTAD (国連貿易開発会議,1964年発足)の努力にもかかわらず,

縮まらないどころか反って拡大した｡自由貿易 (自由な市場競争)は南の国々

の工業化,輸出競争力自体を育成することには役立たない,否それを阻害する

ことになったからである｡アメリカの自由な市場競争理念に導びかれている

GATT/WTOの自由貿易原則そのものを見直すべきであるという問題に直面

するのである｡

く市場拡大志向型海外直接投資)

第2段階 :海外直接投資 (ForeignDirectInvestment)が盛んになり,資

本 ･技術 ･経営といった生産要素を国際移動する方向に企業活動は国際化を深

化 ･高度化した｡これは要素不移動の前提の下で,モノの流通 ･交換の自由化

に基づく貿易利益を追求するのとは質的に異なる企業活動のグローバル化であ

り,国際的生産 (internationalproduction)活動の統合をもたらすことになっ

たのである｡

戦後初期の海外直接投資 (FDI)は,石油,鉄鉱石,ボーキサイト,パルプ

など資源 (素原料)開発に向けられた｡1960年代央から多国籍企業 (MNC:

MultinationalCorporation)と見なされる大企業の主要製品(ブランド品と言っ

てもよい)一一一例えば自動車,テレビ,コカコーラのごとき- ,したがって

投資国の比較優位品の,市場拡大のための海外直接投資ブームが起った｡比較

優位品であるから本来,輸出拡大に努めることが双方国にとって有益なはずで

ある｡ところが相手国で関税その他の貿易障害が存在するから,それを乗り越

え,障壁の背後に進出して市場 (販売)を拡大すべきだと動機づけられた｡EC

(欧州共同体)のごとき域外差別待遇をするブロックが成立すると,そのブ

ロックの内側へ直接投資進出せざるをえないとするのも,同じ動機である｡ま

た競争企業に先駆けて直接投資進出をし,その製品についての市場を独占ない
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し寡占したいという動機も働いた｡FDIdumping行動もありうる｡いずれも

｢市場拡大志向型｣(marketoriented)の海外直接投資である｡アメリカの自

動車ビッグ ･スリー,IBM,デュポン,コカコーラなどの世界中への進出が見

られた｡日本の自動車生産のアメリカや欧州への進出もこれであった｡かかる

市場拡大志向型海外直接投資をグローバル化の第2段階とみなしたい｡

比較優位生産を相手国に移すことになるかかる ｢市場拡大志向型海外直接投

資｣は ｢逆貿易志向antトーradeorientedorANT-FDI｣に陥ることに注意し

なければならない｡投資国Aの輸出と国内生産は減少し,ホスト国Bでの現地

生産が増加する｡輸出が海外生産によって代替される｡A国経済の空洞化

(hollowing)と雇用減少が生ずる.A国企業としては,輸出減少に基づ く収

益減少よりも現地生産 ･販売に基づく収益増加の方が大きくなり,ネットで収

益増加が得られるかもしれない｡だが国民経済全体としては損失をこうむるこ

とは明白である｡

ホスト国Bにとっての効果はどうか｡B国は本来貿易障害を軽減ないし撤廃

してより安く輸入を増加した方が一番良い｡この貿易利益を放棄して,輸入す

るより高くつく進出企業の生産を歓迎することになる｡B国は国民経済的には,

貿易利益を実現できず,非効率に陥る｡にも拘らず直接投資流入が歓迎される

のは,それがB国の雇用機会を増加すると期待されること (しかし実際にはB

国企業の生産と雇用を減少させるかもしれない),ならびにB国の輸入を減ら

し貿易収支の改善に役立つかもしれないという理由からである｡

要するに,投資国の比較優位生産からの市場拡大志向型海外直接投資進出は,

貿易拡大とは矛盾しむしろ貿易を縮小させる｡また貿易障害が存在するから直

接投資進出するというのであれば,投資は貿易自由化を遅滞させることになる

のである｡

く貿易志向型海外直接投資)

第3段階 :国際生産の統合化｡ 1980年代に入って海外直接投資の第2次

ブームが起った.前述の単なる市場拡大志向ではなく,ホスト国での生産改善

という積極的効果を活用しようとするものである｡いま先導国Aでは,労働力

不足,賃金高騰のため労働集約財Ⅹ産業が,それまで保持していた比較優位を

弱め,或いは比較劣位に陥ってきたとしよう｡そういう比較優位弱化産業から,

資本,技術,経営スキルといった生産要素パッケージを後続国B-移植する
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(直接投資進出する)のである｡受資国Bでは,労働豊富にして安い能率賃金

であるので,この労働集約財Ⅹは比較優位財になりうる｡その時,投資国Aか

らより能率的な生産技術がトランスファーされ,一挙に現地生産が立ち上げら

れる｡B国Ⅹ財の生産費は引下げられ,国際競争力 (比較優位)を強め,現地

販売のみならず,第3国への輸出を拡大し,投資母国Aへの逆輸出も可能にな

る｡かくて輸出主導成長 (exporトledgrowth)が始動するのである｡

かかる直接投資を ｢順貿易志向的海外直接投資｣(pro-tradeorientedor

PROT-FDI)と名づけたい (小島清,1989 第 1章)｡けだしA国からの直接

投資がB国Ⅹ財生産を創設し或いはその比較優位を強め,輸出 (貿易)を拡大

することになるからである｡

PROT-FDIになるためには,投資国で比較優位を弱めたか比較劣位に陥っ

た産業Ⅹ (したがって受資国で比較優位を強めうる産業)から直接投資進出す

べきであるという点に注意されたい｡この点が,投資国のトップ比較優位生産

から直接投資進出する,したがって ｢逆貿易志向｣(anti-tradeorientedor

ANT-FDI)に陥る上述の ｢市場拡大志向型海外直接投資｣と正反対になるの

である｡PROT-FDIであるならば,受資国での生産創設 ･改善の利益と,紘

大された貿易の利益との相乗効果が実現できるのである｡それは動態的比較優

位構造に即した海外直接投資であるからである｡

さて投資国Aにとっての利益 (bene五ts)はどんなものであろうか｡進出生

産活動が収益をあげるようになることはいうまでもない｡投資前にⅩ財を輸出

していたならば,その輸出は減り,逆に輸入が増す｡この輸入は自国生産より

も安く,益々低廉に入手できることになる｡低廉価格で沢山輸入できることが

本来の貿易利益である｡輸入品Ⅹが消費財であるならば,消費者の厚生 (wel-

fare)を高める｡原材料,部品などの中間財であるならば,それを投入使用す

るA国の国内生産を能率化し,低生産費化し,この国の輸出競争力を強めるこ

とになる｡ちなみに,戦後初期にブームであった資源開発海外直接投資はこれ

と同じ効果をもち,PROT-FDIの典型であったことを付記しておきたい｡

A国の比較優位財 (Yとせよ)の輸出は伸長する｡その輸出増大につれ,よ

り大きな規模経済の得られる,より高能率な生産方法に移り,より低廉に輸出

できるようにもなる (生産能率化効果)0Y財が投資先でのⅩ財生産に必要な

原料,部品,技術,生産設備などであるならば,その輸出が伸長することはい
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うまでもない (日本が東アジア経済への資本財供給基地になったと言われた｡)｡

受資国Bの経済成長が進展し所得水準が高まれば,それに応じてA国の比較優

位財の輸出が増加することになる｡隣国の工業化が進展し,富裕になるほど,

A国の輸出は拡大する｡B国Ⅹ財生産への直接投資は,A国Y財の輸出とⅩ財

の輸入とを拡大する｡直接投資と貿易とは補完的である｡ANT-FDIのように,

Ⅹ財についての直接投資が同じ財の輸出を減らすという代替関係にはない｡わ

れわれのPROT-FDIがあくまで二財の比較優位分析に立脚するのに対 し,

ANT-FDIは直接投資対象の-財に関する分析 (絶対優位分析)であることに

も注意されたい｡

く内部化 internaljzation)

海外直接投資は資本 ･技術 ･経営スキルなどの生産要素を一括して (pack-

ageで)ホスト国に移植することによって,新生産を立ち上がらせるだけでな

く,ホス ト国経済全体の改革 (reform)と発展をひき起す｡FDHedgrowth

(海外直接投資主導成長)が進展することになる｡これは,封鎖経済 (closed

economy)では,技術革新と資本形成に基づく自生的 (endogenous)経済発展

によらざるを得ないのであるが,それにとって代り,或いはそれに追加して,

より効率的な迅速な発展プロセスを喚起する｡late-comer(後発性)の利益の

一つであるO

進出企業が実現した優れた生産方法 ･経営方式は,同じ産業の他企業に波及

し,見ならわれる｡この産業の社会的規模経済が獲得される｡必要な原料品 ･

部品などの関連企業 (据野産業)を誘発する｡さらに教育の充実により,労働

者 ･技術者 ･経営者の能力を高めることになる (人的資本の蓄積)｡金融 ･流

通機構の整備,運輸 ･通信 ･電力などの物的インフラの充実も必要とされる｡

さらには法制度,議会制度,市場機構,文化,モラルなどの近代化も要る｡発

展段階のステップアップとはこれらすべてのことの改革,構造変動を意味する

のである (小島清,1999,2000･3を見られたい)0

海外直接投資によってホスト国で比較優位生産を創出できるという利点を活

用して,多国籍企業 (MNC)は,世界中の最適地に最適規模 (optimalscale)

の拠点を立地するという ｢国際的生産の統合 (integration)｣を推進すること

になった｡素原材料は資源既存地で,労働集約財或いは労働集約的生産工程は

低賃金国でというようにそれぞれ比較優位地で分散生産するようにする｡研究
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開発 (R&D)は科学者 ･技術者といった人的資本 (humancapital)の豊富な

先進国本社で行うことにもなる｡それら諸活動 (販売も含め)を一つの企業の

中にとり込むことにより,つまり内部化 (internalization)により,企業全体

として規模の経済 (economiesofscale)- 或いはさらにeconomiesofscope

ornetwork- が実現できる (小島活,1990:Kojima,June1992を見よ)｡

かかる内部化は取引コストの節約をもたらすと言われる｡新技術にしろ多数

の原材料や部品にしろ,或いは自社製品の販売にしろ,一つ一つを公開市場を

通じて購買 (又は販売)するには,相手方の発見,品質や値決めなど高い取引

コス トがかかる｡それらを一企業の中に内部化してしまえば,取引コストは節

約され,取引は安定し,一つ一つの活動を最適規模にすることができる｡ブラ

ンド･ネームなどは内部的にはタダで使いうる｡ トランスファー ･プライス

(振替価格)を操作して税避難地 (taxhaven)での税金を極小にすることも

できる｡その他,多数の内部化メリットが挙げられている｡

く企業間提携)

内部化という動きに加えて,研究開発,調達,生産,販売の全活動にわたっ

て,企業間の各種の協調 (cooperation)･提携が押し進められている｡M&A

(合併 ･買収)- これは内部化行動に分類すべきかもしれない- ,∫.Ⅴ.

(合弁)や,契約設定などによって,クロス ･ライセンス,共同開発,生産委

託 (OEM),部品調達,共同生産,生産受託,クロス ･デイストノビューショ

ンなどを自社自身の諸活動に代替させている (竹田志郎,1998を見よ)｡この

種の他企業との戦略提携は,内部化できない活動,或いは最適規模に達しない

ので外部調達 (outsourcing)の方が有利である場合に行うもので,内部化に

よる企業内国際分業 ･取引の延長であり,取引コストの節約など内部化と同じ

合理性をもつ｡こうして,多国籍企業の海外直接投資戦略 (内部化)と企業間

提携とによって,グローバルな市場が形成されてきた｡まさにAuianceCapi-

talism (国際協調の資本主義)の時代になってきたのであるO海外直接投資に

よる国際生産 ･販売の秩序も多国籍企業の協調を基本として形成されるべきも

のとなってきたことに注目したい｡

く地域統合)

世界的貿易自由化の推進機関たるWTO/GATTの他に,1958年発足のEEC

(欧州経済共同体)を噂矢として多数の地域統合 (regionalintegration)が進
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展し,世界経済秩序統治の上部構造 (supra-nationalregime)が二階層をな

すことになった｡この地域統合の進展と上述の企業活動の二段階のグローバル

化との間に相互関連がある｡

GATTの初期の活動は主に先進国間の貿易自由化を推進 したが,これと

EECの発足は,輸出可能市場の拡大をもたらした｡これによって開放経済化

ついで市場拡大志向型海外直接投資が進展した｡直接投資が有利であるために

は,市場拡大の保証が不可欠であるからである｡

EECの成功に触発されて中南米やアジアで開発途上国同志の地域競合が発

足した｡さらにEECの拡大,NAFTA (北米自由貿易協定,1994年),APEC

(アジア太平洋経済協力,1989年)など南北関係を含む地域統合が結成された｡

これらの地域統合は,域内貿易の自由化ということだけでなく,それよりはむ

しろ経済発展促進を主目的とする ｢経済発展志向共同体 (Community)｣の性

格が強い｡それにはグローバル化の第3段階たるホスト国での生産改革を目ざ

す順貿易志向的海外直接投資が大いに貢献することになる｡私どもの雁行型経

済発展 (丘yinggeesepatternofdevelopment)の国際的伝播とか合意的国際

分業が指導原理として考えられてよい (小島清,1999,2000･3参照)0

貿易自由化は国境での流通障害の軽減 ･撤廃であり,国民国家の世界経済に

対する第一歩の浅い統合 (shallowintegration)である｡これに対し海外直接

投資 (また政府援助 :ODA)は,生産要素の移動によりホス ト国の生産構造

ひいて経済全体の改革をももたらす深い (deeper)統合である｡そしてそれ

が地域統合参加国の相乗的発展を促進する｡そこで,135か国 (しかも4分の

3が開発途上国)に達する大世帯のWTOでは,世界大貿易 (モノとサービス)

自由化の基本ルール作りとその実施に,専念すべきであろう｡それを越えた深

い統合による経済発展の促進は,相互依存関係の高い,お互に熟知し合った近

隣諸国の問の地域統合に任かせる方が効率的であろう｡こういった世界経済統

治の役割分担が考えられてよいであろう｡

Ⅳ 超グローバル化

これからのグローバル化第4段階3)として,企業間の協調のいっそうの進展

によって,グローバル市場が形成され,大競争 (mega-competition)と協調

のルールが建てられ,国民国家の介入なしに,無国境 (borderless),無国籍
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の経済取引が繁栄するとの,極端な,行き過ぎの主張が醸成されつつある｡そ

れのみがglobalizationと言うに値すると言う｡この用語を通常の使い方と区別

するためこれを超グローバル化論と呼んでおこう｡

超グローバル化なる概念は生成過程にあるので未だ明確ではないが,次のよ

うな特徴を含んでいるようである4)0

① 企業の生産 ･販売戦略がグローバルな市場を対象にして運営されるよう

になった｡

② 家計の消費者選好も同質化し,グローバル化してきた｡

③ 一方,生産者 ･配給者としての企業,他方,需要者 ･消費者としての家

計という個別的経済主体が,国民国家 (nationstate)の枠を越えて (秦

通りして),例えば電子商取引というIT(情報技術)革命を活用して,グ

ローバル市場を形成し,取引を増大するようになった｡これは,従来の国

際経済化が,あくまで国家とか国民経済という総合的主体の存在を前提に

おいた国際間 (international)な取引の深化であったのに対 し,それと

は質的に異なる,超国家 (supra-national)のregime(機構)すなわちグ

ローバル市場が成立するということである｡そこで国家の役割は減退する

のかという問題が提起されるようになった｡

④ このglobalizedworldmarketは,既存諸国家とは独立に,経済取引の

方法,一物一価の需給均衡をもたらす自由競争,決済 ･会計方式,法律的

側面などのglobalstandardを作 り,市場による統治 (governance)をは

かる｡最も進んだ国の市場競争方式がstandardとして支配的になるから,

超グローバル化とは即ちAmericanizationということになる｡

1990年代に入ってからのIT革命 (或いはデジタル革命)が,インターネッ

トやe-メイルによる電子商取引の急拡大をもたらしていることは,超グロー

バル化の進展のさきがけとみなしてよいかもしれない｡それは新しい超国家秩

序を生み出すかもしれない｡

そして超グローバル化を次のように要約する見解が出てきた5)｡すなわちそ

れは ｢世界が真に単一の市場- 国民国家が衰退し,故国をもたない多国籍企

業がそれに取って代わるような単一市場の世界- になる･･-･世界全体を包括

する自由市場が必然的に生まれるという幻想｣である (ジョン･グレイ邦訳,

1999,pp.90-91)0｢アメリカ流の自由市場が世界全体に受け入れられるプロ
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セスである｣(ジョン･グレイ邦訳,1999,p.95)｡

結局,ワシントンが正しいと信ずるアメリカ的価値観- 自由な競争市場原

理,民主主義 (人権尊重),公正 (fairness)など- に基づく自由市場に向け

て諸国経済を一律にかつ性急に改革させ,もって各国政府とは独立な,global-

izedworldmarketを形成しようと言うのであろうか｡ワシントンはそれを

Pa又Americana構築の重要な一環にしたいのであろう｡

かかる超グローバル化論に対しいくたの支持論と反対論が出てきた06)第1は,

各国経済の開放化は,超グローバル化論が誇張する程にグローバル化しておら

ず,せいぜい国際化の量的拡大 (質的深化でなく)が進んだぐらいである｡7)し

たがって今後IT革命による各国経済の相互依存の深化はあるにしてち,国際

化とは質的に異なる超グローバル化には転換できない｡国民国家を基礎にした

国際経済の新秩序を考究すべきである｡したがって政府の役割は増大こそすれ

減少することはない｡8)

第2に,アメリカが推奨する自由競争市場原理は万能薬ではない｡それは

｢優勝劣敗｣或いは ｢ゼロサム ･ゲーム｣という絶対的競争原則 (小島1997･

8-9参照)に立っている｡ために貧富の差,経済的不平等を拡大し,失業を

もたらし,｢大規模な社会的混乱と経済的 ･政治的不安定を生じさせている｣

(グレイ,p.4)｡アメリカ自体そうである｡(ただし1990年代には,自由競

争がITなどの技術革新とヴェンチャー ･ビジネスを刺激する効果が大きかっ

たことから経済成長率を高め ｢ニュー ･エコノミー｣といった楽観論を生んだ

のであるが)｡第Ⅱ節で述べたように自由競争市場化を採用したイギリスの

サッチャー政権やニュー ･ジーランドのネオリベラル政権の実験は結局失敗に

終った｡1997年度のタイやインドネシアの通貨 ･金融危機は,急ぎすぎの金融

自由化 ･市場開放化の負の効果だとも見られる｡

自由競争市場原理がなぜかかる負の効果をもたらすのかが理論的に究明され

ねばならない｡貿易 ･投資の自由化といった国際的相互依存の拡大は ｢共存共

栄｣つまり ｢プラスサム ･ゲーム｣の原則に立脚せねばならないのである｡こ

の点については別稿を予定したい｡

第3に,アメリカ式自由競争市場原理を世界諸国に画一的にかつ性急に強制

するものであってはならない｡各国の価値観とか文化の相違を組み入れた上で,

共存共栄のルールを案出しなければならない｡
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Ⅴ 結語 :新世界経済秩序の構図

さて,21世紀に向けての新世界経済秩序の在 り方について実行可能か )アリ

スティックな提案を為すべき段階に到達した｡

第 1に,アメリカの覇権体制に通じかねない超グローバリズムは幻想にすぎ

ないものとして排除されるべきである｡ローマ帝国のごとき世界国家とか世界

政府は樹立できないし,すべきでない｡あくまで多様性に富んだ諸国民国家,

多数の国民経済を基礎にして,ルールに則った国際協調体制を築き上げるべき

である｡ルールを作る話し合いの場 として超国家機構 (supra-nationalre-

gime)をもつのが良い9)｡

第 2に,共存共栄を目ざす世界経済体制において貿易 (モノとサービス)の

自由化は有益である｡WTO/GATTによって推進するのが適切である｡ただ

しそのルール作 りについては再検討を要しよう｡

第 3に,諸国の経済発展を促進し,それを通じて貿易を拡大するためには,

海外直接投資 ･技術移転など,生産要素の国際的移動 と言 うより深い

(deeper)国民経済間の統合が必要とされる｡それについては,貿易自由化

推進だけを本務とするWTOで検討するのでなく,別のsupra一mationalregime

で検討すべきである｡環境問題,労働基準などについても同様である (環境問

題についてはEsty 1994を参照)｡差当りそれら経済発展問題は,欧州,米州,

東アジアという三大地域統合において検討され実施されることが有効であろう｡

第 4に,以上の貿易 ･要素移動のほか,既述のように国際通貨 ･為替レート

についてIMFをsupra-nationalregimeとして整 え有効 に活用すればPax

AmericanaⅡが実現されるであろう｡そこでは実力の優れたアメリカのリー

ダーシップが認められる｡ただし,原子核を絶対使用しないためには諸国の国

際協調が不可欠であるのと同様に,新世界経済秩序はあくまで諸国民国家の国

際協調によって成り立ち運営されるのである｡各国政府は,原子核を使えない,

貿易障害を設けえない,非協調的国際収支調整策を発動しえないなど,国家主

権の一部を失い,supra-nationalregimeに任かせる或いはそれにプールする

ことになる｡だがそれらは各国政府の自発的 ･一方的決意に基づくものであり,

各国の自主性 (autonomy)が著しく失われるわけではない｡リーダーから強

制されるのであってはならない10)のである｡
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〔注〕

1)1989年に行った ｢複数基軸通貨金為替本位制｣なる私の提案がある｡ ドルを支

持しながら為替レー トを安定に保つ方策として,状況の変化した今日においても

なお重要である｡今日の状況にあわせてこの提案のメカニズムをいかに訂正すべ

きかを再検討したい｡

2)例えば1985-95年間の年平均成長率は,GDPは8.5%,貿易は11%,さらに海外

直接投資は18.4%であった｡(HirstandThompson,1999,p.69.)

3)JohnH.Dunning(1997,pp.55-57)は,グローバル化の深化を次のように区分

している｡

i)封鎖経済

ii)部分的 (partial)開放経済 :自由化によるモノ･サービス貿易の拡大｡

iii)完全 (fully)開放経済 :直接投資 .企業提携により世界と構造的な統合を

とげる｡

iv)生成過程 (emerging)のグローバル経済｡

われわれはiii)をさらに2段階に分けたのであるが,ダニングとほぼ同じ段階

区分の基準を用いている｡

4)竹田志郎 (1991)のグローバル化概念の整理がサジエステイブである｡

5)この ｢extremeglobalization｣の創唱者の一人が大前研一氏である｡(Ohmae,

Kenichi,1991,1999;邦訳,1990;大前研一,1986｡)

大前コンセプトをHirstandThompson(1999),p.262は次のように解釈してい

る｡すなわち ｢新しいグローバライズ ド経済は企業と市場が生産要素をかれらの

最大の利益に役立つように,国家干渉による歪曲なしに,配分することを許す｡

自由な貿易,transnationalcompanies,世界的資本主義などが政治の制約からビ

ジネスを自由にし,世界の消費者に最も低廉かつ能率的に生産物を碇供させるよ

うにした｡｣
6)(i) 超グローバル化概念への同調論

増田祐司 (1999.10)0Z ･ブレジンスキー (1998)｡ヤーギンニスタニス

ロー邦訳 (1998)｡浦田秀次郎編 (1992)｡大前研一 (1986,1990)｡中谷巌

(1987)｡

(ii) 超グローバル化-アメリカ化に批判的な見解｡

HirstandThompson(1999)｡ウォルフガング･H･ライニツケ(1999.9)｡

谷口誠 (1999.8)｡金子勝 (1999)｡ジョージ ･ソロス邦訳 (1998)｡山本
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吉宣 (1999.9.1)｡サスキア ･サッセン邦訳 (1999)0 JohnH.Dunni喝

(1999)｡大畑弥七 ･横山将義 (1999)｡福島清彦 (2000)0

(iii) 21世紀の世界秩序についての提案｡

市村真一(1999.6)｡ハンテントン邦訳 (1998)｡フアローズ邦訳 (1995)｡

レスター ･サロー邦訳 (1992)｡アルビン･トフラー邦訳 (1983)｡坂本正

弘 (1986)｡ロバート･ギルピン邦訳 (1990)0

7)開放度 (openness)を貿易 (輸出入計)/GDP比率で見ると,イギリスは1913年

に44.7%であったものが1973年39.3%,1995年42.6%と若干減少している｡日本は

31.4%,18.3%,14.1%と大幅に減少している｡増加したのはアメリカのみで,

ll.2%,10.5%,19.0%となっている｡(HirstandThompson,1999,p.27のTa-

ble2,3)0
G7経済の間の資本移動額のGDP比は,1870年の3%から1913年の5.7%-上昇,

以後循環を措きながら1970年の1.6%に低下,それ以降上昇し1995年に3%に達し

ている (同上,p.28のFig.2.4)0

8)IT革命など技術革新につき政府の役割が増加することについてはLipsey (1999)

が優れた広汎な解明を与えている｡

9)1958年に発足したEEC (欧州経済共同体)は1968年7月,域内関税の撤廃を完

了し,第一段階たる浅い経済統合を達成した.モノ,サービス,カネ,ヒトの域

内自由移動を促進し一物一価の成立する単一市場の形成を日ざした (1992年末)0

そして一物一価の成立を容易にする共通単一通貨Euroの採用,その欧州中央銀行

(ECB)による運用に踏みきった (1999年 1月,EMU経済通貨同盟の発足)｡これ

はより深い統合への前進である｡ユーロ圏の成立,ECBによる共通通貨政策の運

営は,ヨーロッパを一つの世界とみると,超グローバリゼイションの達成である｡

だがこの地域はfederalstate(連邦国家)- アメリカ合衆国と同じ- といった

単一国家にはならない.せいぜいconfederalつまり複数独立国家の濃いクラブにし

かならないという (HirstandThompson,1999,p.236)｡この国家連合の通貨政

策の運営をEC]∋が代行するわけである｡

10)ただしアメリカの専横であってはならない｡谷口誠 (1999.8)を見よ｡
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